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  There are 26 funicular railway lines in our country. Most of them are old and were
constructed before 1965.
  A funicular railway rebuilt in July 2001, carried out the speedup by applying the new
designed vehicle, and the specifications of vehicle, such as speed and stopping distance,
departed from usual railway regulation. Therefore, braking tests were carried out in rder
to confirm the safety of the funicular railway system.
  This paper describes results of braking tests and test method performed in this funicular
railway system.

Evaluation Test for Braking performance
    of high speed funicular railway



11111．．．．．はじめにはじめにはじめにはじめにはじめに
　我が国の鋼索鉄道は、一般にはケーブルカーと呼
ばれており、平成１３年３月末現在、全国で２３事
業者２６路線１）で運行されている。施設の多くは昭
和４０年以前に建設されており、最近では、施設の
老朽化に伴い設備の更新が行われている。更新に際
しては、車体、軌道等一部を対象に行われている場
合が多いが、車両、軌道及び原動設備等を含めた施
設全体のリニューアルを実施した例もある。
　平成１３年７月に施設の更新に際し、車両とロー
プの接続方法、台車構造、車体及びブレーキの構造
等に新しい方式を採用した新型式の車両を導入し、
速度向上を図った施設が建設された。この施設で
は、新型式の車両による速度向上に伴い、自動ブ
レーキが作動する速度及び停止距離が規則で規定さ
れた値を超えることとなった。このため、規則上の
特別構造に該当することとなり、自動ブレーキの機
能試験を行うことが運輸開始に際しての許可条件と
され、当所で試験を実施した。
　本報では、この自動ブレーキ等の制動試験実施に
際し検討を行った試験方法の考え方を中心に試験結
果例を含めて報告する。

２．２．２．２．２．試験実施施設の特徴的な事項試験実施施設の特徴的な事項試験実施施設の特徴的な事項試験実施施設の特徴的な事項試験実施施設の特徴的な事項
　本施設は、運転速度の向上に際し、自動ブレーキ
装置に従来より広く用いられてきた機械式のテオド
ルベル型から油圧開放型のバネ力を用いた新しい方
式であるスプリングブレーキ型(Fig.1)に変更して

Fig.1　Rail brake equipment　

Fig.2　Haul rope attachment device
            (Rope drum)　

Table 1  Comparison between old and new systems.

O ld  s y s t e m N e w  s y s t e m

M a x im u m  s p e e d 3 .0 　 m / s 5 .0 　 m / s

T im e  o f  r id e 6 .8 5  m in 4 .5  m in

C a p a c it y 9 2 0  p e r s o n s / h 1 3 0 0  p e r s o n s / h

L in e  le n g t h

D if f e r e n c e  o f  le v e l

G r a d ie n t  m a x im u m

G r a d ie n t  m in im u m

R a i l  t y p e 3 7  k g 4 0  k g N

G a u g e

C o n s t r u c t io n  s y m b o l 6 × Ｆ [ ( 2 × 3 + 3 ) + 1 2 + 1 2 ] ６ × Ｐ ・ Ｆ （ ２ ５ ）

R o p e  d ia m e t e r

N u m b e r  o f  v e h ic le s

C a p a c it y  o f  o n e  v e h ic le 1 1 6  p e r s o n s 1 1 2  p e r s o n s

E m p t y  v e h ic le  c o n d i t io n 9 ,8 0 0  k g 1 1 ,0 0 0  k g

L e n g t h × w id t h × H e ig h t 1 2 0 0 0 × 2 ,7 5 0 × 3 ,8 4 0 1 2 ,4 5 0 × 2 ,7 4 0 × 3 ,4 2 5  m m

R ig id  w h e e l  b a s e 6 ,0 0 0  m m 6 ,4 0 0  m m

W h e e l  d ia m e t e r

R a i l  b r a k e T h e o d o r e  B e l l S p r in g  b r a k e

H a u l  r o p e  a t t a c h m e n t S o c k e t R o p e  d r u m

D r iv e P o w e r  s u p p ly In d u c t io n  m o t o r ( 1 4 7 k W ) D .C .m o t o r ( 3 4 0 k W )

5 5 0  m m

2 0 .6 0 %
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4 4 1 .2 0  m
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O p e r a t in g

L in e

W ir e  r o p e

V e h ic le s



いる。また、ロープ端末の車両への接続方法には、
従来のソケット式ではなく、端末固定巻き取りドラ
ム(Fig.2)に取り付けてクランプで固定する方式等
いくつかの新しい技術を導入している。本施設の新
旧比較をTable１に示し、ブレーキシステムの概要
をFig.3示す。

３．３．３．３．３．鋼索鉄道の自動鋼索鉄道の自動鋼索鉄道の自動鋼索鉄道の自動鋼索鉄道の自動ブレーキに関する規則についてブレーキに関する規則についてブレーキに関する規則についてブレーキに関する規則についてブレーキに関する規則について
　鋼索鉄道の自動ブレーキについては、作動する速
度と停止距離に関する要件が規定されている（本施
設の建設当時は「特殊鉄道構造規則」２）で定められ
ており、現在では「鉄道の技術上の基準を定める省
令等の解釈基準」（通達：平成14年3月8日国鉄技
第157号）に定められている）。
　自動ブレーキは、索条が切断若しくは弛緩した時
または運転速度が著しく高くなった時に自動的に
レールに作用し、車両を停止させる重要な装置であ
ることから、
　①車両の速度が4m/sを超えるまでに作用を開始
るものであること。
　②積載状態の車両が、最も急なこう配の線路で
3.5m以内で停止できること。
と規定されている。
　しかしながら、本施設は、（１）最高運転速度が
5m/sであり、（２）停止距離が15.26ｍとなってい
る。このように、自動ブレーキが作動する速度が
4m/sを超えていること及び停止距離が3.5ｍを超え
ていることで特別構造となったものである。
　このうち、停止距離が長くなった理由は、最高運
転速度が従来の鋼索鉄道より高い5m/sであり、こ
の制動初速度から3.5ｍ以内で停止できる制動装置
を設けた場合、車両の減速度がこれまでより大きく
なり、乗客及び乗務員に危険を及ぼす可能性がある
ことや自動ブレーキ動作時にレール及び締結装置に
及ぼす影響が増大する可能性があるため、平均減速
度を更新前の設備程度に設定したことによるもので
ある。

４．４．４．４．４．制動試験の概要制動試験の概要制動試験の概要制動試験の概要制動試験の概要
４．１　制動試験における検討事項
　本施設は、自動ブレーキが特別構造の対象である
が、制動装置は重要な装置であるので他の制動モー
ドについても自動ブレーキとあわせて機能の確認
行った。

　今回の制動試験に関わる主な検討事項は以下のと
おりである。
（１）制動モード
　制動モードは、通常運転時に原動所のロープ駆動
モータ軸に作用する「自動運転停止」、「常用停止」
及び非常時に原動滑車に作用させる「非常停止」の
ほか、ロープ切断時、速度超過時等の緊急時に車両
とレール間に自動的に作用する「自動ブレーキ停
止」、手動により作用させる「手動レバー停止」及
び車両を留置するための「留置ブレーキ動作」の６
種類がある。
　このうち、自動運転停止は通常運行時における電
気ブレーキを併用した停止モードであり、通常運転
で確認できること、自動ブレーキ停止と手動レバー
停止は自動と手動の違いがあるが、いずれも車両と
レール間に作用するブレーキであること等から制動
試験は非常停止、常用停止、自動ブレーキ停止及び
留置ブレーキの４種類について試験を行った。
（２）ロープを接続した状態で試験を行った場合の
停止距離等への影響
　自動ブレーキ停止は、ロープ切断時等に作用する
制動である。したがって、制動力の確認に際しては
ロープ張力の影響を排除するためにロープを車両か
ら切り離した状態で試験を行うことが望ましいと考
えられる。しかしながら、この方法は危険等を伴う
ため、これまでの実施例でもロープを接続した状態
で実施しているのが現状である。
　ロープを接続した状態での試験では、制動開始直
後においてロープ張力が停止距離等に影響を与える
と考えられるため、影響の度合いを確認するため
ロープ張力を測定した。
（３）制動初速度
　自動ブレーキ停止は、ロープ切断時のほか、運転

Fig.3 Braking system of funicular railway　



速度が最高運転速度の120%を超えた場合にも動作
することから、制動初速度6m/sでの試験について
も行う必要がある。
　そこで、本施設での6m/s運転の可能性等につい
て検討を行った。その結果、原動設備の容量等から
6m/s 運転を行うまでの余裕がないため、制動初速
度6m/sの場合の停止距離については、制動初速度
5m/sの試験で得られた平均減速度から算出した。
（４）各制動モードでの試験実施位置
　試験実施場所については、自動ブレーキに関する
規則から最急こう配部での試験を基本とした。さら
に、車両同士の接触の可能性があるとともに車両の
片側のみに装着されている自動ブレーキが曲線中で
作動した場合の車両の挙動を確認するため、線路中
の最小半径である分岐曲線部（Fig.4）において試
験を実施した。この他、山麓ホーム手前では、車止
め等への衝突の可能性があることから、最緩こう配
での試験も行った。なお、非常ブレーキについても
同様に３カ所において試験を行った。
　留置ブレーキについては最急こう配部である山上
駅ホーム内とした。
（５）荷重条件
　荷重条件は、最急こう配、分岐部及び最緩こう配
のいずれにおいても制動装置に不利となる条件を基
本とすることが望ましいと考えられる。そこで、原
動滑車停止に必要なトルク等からいずれの試験実施
位置においても制動装置に不利となる荷重条件の検

Table 2　Brake mode and measurement item

討を行った。その結果、下り満車、上り空車が不利
な条件となることからこの荷重条件を基本とし、制
動モードによっては他の荷重条件での試験も実施し
た。

４．２　試験方法及び試験条件
　各制動試験は、留置ブレーキを除き制動初速度５
m/sで行い、ロープは接続した状態である。測定項
目及び制動モード等をTable２に示す。なお、試験
実施時のレール面は雨によりかなりの湿潤状態と
なっており、滑りやすい状態にあった。
（１）非常停止
　非常停止は、最急こう配、分岐部及び最緩こう配

Brake mode Load condition
Travel direction of

test vehicle
Measurement item Test location

Service brake

Measurement vehicle: fully loaded
                                                  (100-0)
          Other vehicle: empty

Downward

①Travel speed
②Acceleration
   （Ｘ、Ｙ、Ｚ）
③Swing angle
  （Roll、Pitch、Yaw）
④Stopping distance

Maximum gradient spot

Emergency brake

・Measurement vehicle : empty
                                                       ( 0-0)
           Other vehicle: empty

・Measurement vehicle : fully loaded
                                                       (100-0)
           Other vehicle: empty

・Measurement vehicle : empty
                                                        (0-100)
           Other vehicle: fu lly loaded

　　 ・Upward
　　 ・Downward

①Travel speed
②Acceleration
   （Ｘ、Ｙ、Ｚ）
③Swing angle
  （Roll、Pitch、Yaw）
④Stopping distance

・Maximum gradient spot
・Crossing curve spot
・Minimum gradient spot

Rail brake
Measurement vehicle: fully loaded
                                                    (100-0)
   Other vehicle: empty

Downward

①Travel speed
②Acceleration
   （Ｘ、Ｙ、Ｚ）
③Swing angle
  （Roll、Pitch、Yaw）
④Stopping distance
⑤Rope tension

・Maximum gradient spot
・Crossing curve spot
・Minimum gradient spot

Parking brake Measurement vehicle fully loaded － Behavior of  vehic le Maximum gradient spot

Fig.4 Crossing curve spot



において行った。荷重条件は３カ所ともに
　１）測定車両空車、対向車両空車 (0-0）
　２）測定車両満車、対向車両空車（100-0）
　３）測定車両空車、対向車両満車（0-100）
であり、測定車両の進行方向は上り方向と下り方向
である。
（２）常用停止
　常用停止は、電気制動により所定の減速度となる
ように制御されているため、線路のこう配、荷重条
件に依存しないと考えられる。このため、最急こう
配における測定車両空車、対向車両空車（0-0）で
の試験のみを行った。
（３）留置ブレーキ動作
　留置ブレーキ動作試験は、最急こう配である山上
駅ホーム内で行った。試験方法は、留置ブレーキを
動作させた後、予備原動機を用いて試験車両側の
ロープを弛緩させる方向で微速度運転を行いロープ
張力をゼロとした状態で車両の挙動を観察した。な
お、測定車両の荷重条件は満車状態とした。
（４）自動ブレーキ停止
　自動ブレーキ停止は、最急こう配、分岐部及び最
緩こう配の３カ所において行った。荷重条件に対す
る検討結果から、一番厳しい条件である測定車両満
車、対向車両空車での下り方向で行った。
　自動ブレーキ停止による停止距離の測定は、イン
クをしみこませたローラを制動開始と同時にレール
面に落下させることでレール面に制動開始位置を記
録できるスタンプ装置を用いた。 試験車両をFig.5
に示す。

５．５．５．５．５．試験結果試験結果試験結果試験結果試験結果
　本施設の制動試験の結果は以下のとおりである。
なお、各測定値は、測定波形の片振幅の最大値であ
り、表中の値の正負の記号はFig.6に示す座標系と
した。
（１）非常停止
　非常停止における停止距離をFig.7 に示す。ま
た、減速度及び平均減速度をFig.8及びFig.9に示
す。なお、Fig.7は停止距離を荷重条件ごとに測定
車両の走行方向（上り、下り）別に示し、Fig.8、
Fig.9は、減速度及び平均減速度を荷重条件ごとに
測定場所（最急こう配、分岐部及び最緩こう配）別
に示す。
 ①各条件での停止距離の最大の値は14.45 ｍで

Fig.6　Coordinate axes　

Fig.8  Deceleration of emergency brake
       and service brake.
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あり、設計値（25.00ｍ）以内であった。
　②各条件での減速度の最大の値は3.2m/s2であり、
荷重条件が「測定車両、対向車両ともに空車」及び
「測定車両空車、対向車両満車」の測定車両下り方
向の最緩こう配での値であった。また、平均減速度
についても、一部で設計値（1.50m/s2）を超えるも
のもあるが、これを除けば平均減速度は0.50m/s2～
1.50m/s2の範囲にあった。
　③非常停止においては、制動後に車両が揺れ戻さ
れる現象が認められた。特に最緩こう配において顕
著であり、減速度の最大値に比較して最大で170%
程度の値であった。また、揺れ戻しの際にはロープ
が軌道と接触する現象も確認された。この現象は非
常停止が原動滑車に作用する制動
であるため、原動機停止後も車両
は慣性力によって動き続け、ロー
プの張力等と釣り合ったところで
一旦停止した後、ロープの弾性に
よる復元力で車両が逆方向に揺れ
戻されたものと考えられる。また、
本施設では、駆動用ロープに張力
を負荷し車両を平衡させるための
緊張設備を持たないことからこの
現象が顕著になったものと考えら
れる。揺れ戻しが顕著であった測
定波形例をFig.10に示す。
　④車体の振れ角については、
ピッチング角0.5 度、ローリング
角0.8度であり、接触限界角度6.0
度以内であった。
（２）常用停止
　常用停止における停止距離は34.53ｍであり、減
速度は0.7m/s 2 であった。また、平均減速度は
0.36m/s2であり、目標減速度である0.5m/s2に近い
値であった。常用停止における停止距離をFig.7
に、減速度及び平均減速度をFig.8、Fig.9に示す。
（３）留置ブレーキ動作
　留置ブレーキの試験では車輪の転動は認められな
かった。
（４）自動ブレーキ停止
　自動ブレーキ停止における停止距離をFig.11に、
減速度および平均減速度をFig.12、Fig.13に示す。
また、制動初速度5m/sの平均減速度から算出した
制動初速度6m/s の場合の停止距離をFig.14 に示 Fig.11 Stopping distance of rail brake
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   Fig.10　Measured wave formes (Emergency brake、100-0、Upward)
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す。
　①各条件での停止距離の最大の値は 8.04 ｍで
あった。また、減速度については、各条件での最大
の値は8.1m/s2であり、平均減速度については、各
条件での最大の値は3.57m/s2、最小の値は1.55m/s2

であった。この時の平均減速度を用いて算出した最
急こう配での制動初速度6m/sの場合の停止距離は
11.61ｍとなり、申請時の停止距離(15.26m)以内で
あった。自動ブレーキは、車両を短い距離で停止さ
せるためのブレーキであり、制動時の車両に大きな
減速度が発生しているとともに、測定波形が尖塔形
状となっていることが他の制動モードと相違してい
る。最急こう配での測定波形をFig.15に示す。
　②分岐部における平均減速度(1.76m/s2)を用いて
算出した制動初速度6m/sの場合
の停止距離は10.23ｍであった。
また、最急こう配での平均減速
度(1.55m/s2)を用いて算出した停
止距離は11.61ｍとなり、いずれ
の場合も分岐部での設計上の停
止距離である 1 6 . 1 9 ｍ以内で
あった。また、ローリング角は
0.5度未満の微小な値であり、車
両の接触限界角度(6 度)以内で
あった。ローリング角が微小で
あったのは、シングルホイール
サスペンションと呼ばれる左右
方向の剛性が高い台車構造を採
用しているためと考えられる。
　③最緩こう配についても分岐
部と同様に、最緩こう配での平

.

Fig.12 Deceleration of rail brake
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Fig.13 Average deceleration of rail brake
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  Fig.14. Caluculated stopping distance of rail
          brake at initial braking speed of 6m/s
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Fig.15　Measured wave formes of rail brake test at maximum gradient spot



Fig.17 Wave formes of braking deceleration
       and rope tension (100-0、Downward、Rail brake)

Fig.18  Deropement which occurred in rail brake test

Fig.16　Measured wave formes of rail brake test at minimum gradient spot

均減速度(3.57m/s2)及び最急こう
配での平均減速度(1.55m/s2)を用
いて算出した制動初速度6m/sにお
ける停止距離は、それぞれ5.04m
と11.61mであり、いずれの場合に
おいても過速度検出位置から車止
までの距離(41.63m)以内であった。
最緩こう配における測定波形を
Fig.16に示す。
　④自動ブレーキ停止はロープを
接続した状態で実施した。このた
め、ロープ張力の影響を把握する
事を目的として、ロープにひずみ
ゲージを貼付して張力の測定を試
みたが、制動時のロープの振動等によりゲージが剥
離して所定の結果が得られなかった。そこで、ロー
プ支持装置にひずみゲージを貼付して張力の測定を
行った。しかしながら、この方法も測定結果をみる
と支持装置とロープの接触状態によっては精度の良
い測定が行えないことが分かった。したがって正確
な推定はできないが、比較的信頼できると思われる
測定波形でみると、減速度に対して平均で３割程度
の影響はあるものと考えられ、平均減速度1.55m/s2

での制動初速度が6m/sの時の停止距離を算出する
と16.51 ｍとなる。この値は、申請時の停止距離
15.26ｍを超えるが、分岐部における車両同士の接
触及び山麓ホームでの車止間での距離に対しては余
裕のある値であった。ロープ張力の測定波形例を
Fig.17に示す。
　なお、自動ブレーキ停止の試験ではロープが軌道
に敷設された導車から外れる現象が各条件で確認さ
れた。特に、最緩こう配での試験において顕著で
あった。この時の状況をFig.18に示す。

          ６．６．６．６．６．終わりに終わりに終わりに終わりに終わりに

　今回、施設の更新に際し、新型式の車両を用いて

速度向上を行った鋼索鉄道の制動試験方法ならびに

試験結果について報告した。前にも述べたように多

くの施設が更新の時期にきており、今後、このよう

な新しい技術を導入した施設が建設される可能性が

ある。これまでの規則では、制動装置の性能を停止

距離で規定していたが、停止時の減速度が大きい場

合には乗客等へ危険を及ぼす可能性がある。した

がって、今後は停止距離以外の評価方法について

も検討していく必要があると考えられる。また、
試験方法、ロープ張力の測定方法等残された課題
も多く、更なる検討が必要であると考えらる。
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